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弓削忠史

周知のように、日本国憲法は、「偶人の尊厳の保障」の文脈に基づく「思想および良心の自由」

と「表現の自由J等を保障した上で、さらに「学問の宮市jを保障Lているのは、「研究の自由J等

を保障するためにある。それ故に、私は、「研究の自由」等の「本質」となる「真理の探究」が、教育

の「質jを高めるためにも、最も重要なものと考えている。

したがって、微力ながら、その「研究の自由Jの「本質」となる「真理性Jを求めて、精進Lた成果

の一端が、本稿の「会計規範の一考察企業会音!と税法ー」であり、そのあり方は、憲法上の財産

権等に慕づく「法の支配Jの観点から、企業会計と税法等を素材にして会計規範の「あるべき」当

為(Sollen)性のあり方を提起している。

そこで、規範の形成とその実現のあり方としては、演鐸法的方法と帰納法的方法があるが、そ

の方法として、一般的に前者は、制定法に託することになり、後者は、「事実J・f存夜J(Sein)に

託すことになるが、周知にように、わが隠は三権分立の下で、制定法主義を採用しているために、

狭義の意味の制度会計(法的会計)を中心とした会計法規範が重要視され、一定の法理の下に体

系fちされている。

だが、会計現象は、具体的に企業関等の経済関係現象を前提とすることから、その規範形成の

あり方としては、現実の会計現象の中から、「あるべきJ会計法規範を確立しなければ、既存の会

計法規範との関係で、一定のf君主離」が生じ、会計法規の「あるべき」当為性が形而上化すること

になる。

そこで、その問題を克服する方法として、一つは、広義の意味の制度会計を重視したJ事実J"
「存在」に基づく、会計法規範の確立であり、二つは、企業の経済実体を写像する企業会計を憲法

上の財産権等の保障に基づく「法の支配」の観点から捉えるところの、トライアングル体制lの諸
法規の「あるべき」当為性の「ある」に、企業会計を肉質すべき法理である。

特lこ、前者の「事実」・「存在」に基づく会計法規範等の確守ぬの観点の法理は、制定法主義国家の

下では、さまざまな問題を内包することになるが、後者の法理は、従来、制定法の対象・客体とさ

れていた企業会計を、税法の上位規範である憲法上の財産権等の保障に基づく「法の支配Jの観

点から、トライアングル体制等に関する基本的な問題点が、一定の法理の基に整合化できるこ

とになる。

だが、上記のように、わが隠は制定法主義を採用Lているために、狭義の意味の制度会計(法

的会計)を中心とした会計法規範が重要視され、一定の法JlP.を基に体系化されている。
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Lたがって、「我が国には、企業会計制度を支える法令と Lて商法、証券取引法及び法人税の

三つがあり/0、「このように三つの法令が商法を中心に密接に結びついている日本の会計制
度/2)は、「トライアングル体制/3)と称されていることから、学説上、rr企業会計原則』を見隠し、
『日本版概念フレームワーク」を形成するときに、その慕本的な視点を利害調整におき、情報提

供機能を閥次的な視点におかざるを得ない}41と称されている。

そこで、新井清光博士は、その問題を克服されるためにか、「企業会計原則が単に証券取引法

のための会計基準ではなく、広く我が国の企業会計制度の改善・統ーのための経済基準として、

また商法、税法などを含む企業会計を支える(ベき)会計基準として設定されたことは、それが、

その後の我が国企業会計制度の形成のための大きな原動力になったという意味において、また

今日のトライアングル体制の中の連結環の役割を巣たすようになったという意味において重

要な歴史的・制度的意味をもっている/5)と称されている。
しかし、それは、いかなる規範的な関係に基づく「連結環」であるのであろうか、その規範的な

あり方を明確にしないと、結局、企業会計は、現実の法体系住の「枠内」に懐ざされることになる。

Lたがって、学説上、従来型の法体系観を基にされているのか、「会計学は、少なくとも租税

(それは、憲法第84条により、厳格な法律のコントロールを受けている)に関する限り、法律に

より目的を設定され;た後の計算の技術であるにすぎない。技術が本質を決定することは許され

ないことである/6)と称されている。Lかし、その「所得」自体は、税法の上位規範である憲法上
の財産擦の保障の下にある「企業自体の経済活動J'r 企業の緩済実態」から生じたものであり、

正に、それを「内質Jすることによって、「存在観」のある課税所得の「あるべき」当為性が形成さ

れるものと考える。

そこで、まずは、従来型の法体系のあり方を検討することにしたい。

2， r 個人の尊厳JIこ基づく法体系観

そこで、我が国の法体系論のあり方に多大な影響を与えた、純枠法学者としての高名なケル

ゼン(HansKelsen)はJ国家作用は法創設作用=段階的に進行する規範定立過程である。(中
略・引用者)この段階構造は、自己運動における法秩序の統 を基礎づける根本規範に終始して

いる。根本規範は、まず第一に、法を創設する機関を設定することによって、法論的意味におけ

る憲法を成す。そして、そのようにして創定された立法者が、立法自体を規制する規定を定立す

ることによって、 次の段階と Lて 実定法的意味における憲法が成立する/7)と称される「根
本規範論」等の影響故なのか、わが国では、その根本規範論を素材にして、「他人の尊厳の保障J

のあり方が提起されている。

基認的な所説によると、「根本規範は、憲法が下位の法令の根拠となり、その内容を規立する

のと同じように、憲法の根拠となり、また、その内容を規律するものである。(中略・51用者)われ

われは、憲法の内部において、根本規範と他の憲法規範という段階構造の存在を認めることが

できる。そして、後者は前者によって、根拠づけられ、規律されているのである。ところで、具体

的に、日本思憲法における根本規範の内容として、どのようなものが考えられるか。国民主権主

義、基本的人権尊薫主義および永久平和主義の三つの原頭がそれに該当するものであろう。そ

して、さらにこれらの原理の根底にある原理として、『個人の尊厳」という原理が考えられる」附

とか、「自然様を実定代した人権規定は、憲法の中核を構成するr根本規範』であり、この根本規
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範を支える核心的価値が人協不可侵の原郎(悩，、の尊厳の原理)である/9)と称されている。し
かし、「偶人の尊厳の保障Jについて、「国民主権主義、基本的人権尊重主義、および永久平和主義

の三つの原理J(10)の「根底にある原理主 Lて、F偶人の尊厳』という原理/川とか、「根本規範を支

える核心的悩値が人格不可侵の原理(個人の尊厳の原理)/12)となる「個人の尊厳の原理Jは、い

かなる意味を有するのであろうか。

また、法哲学者の井上達夫教授が、「近代人権思想の基礎をなすのは、個の尊厳の理念であるJ

(13)と称された上で、「人権の尊重が何を要求し、何を禁止するかについて、単純で確定的な解答

を与えるものではないJ04lと称されているのは、極めて形而上的な「理念Jの「枠内」で「個の尊

厳」を提えられているが、だが、「個の尊厳」の「理念」は、その「あるべき J~為伎に、「僧々の人間

自体」を「内質JLないと、同教授が、「個の尊厳」の意義として、「人権を真剣にうけとめようとす

る人々に、何に対して懐疑と批判の姿勢を保持すべきか、何を特別な正当化なしに受容しては

ならないかを、教えているJ(15)と称されるのは、結局は、「個の尊厳」をr抽象的命題自体」として

形而上化するものと考える。

私見は、それらの意味の形而上的なあり方の克服と、新たな「法体系」を構築するために、日本

国憲法の「本質」は、具体的な個々の「人間という事実のみに基づいて、人が生まれながらにして

もっている権利J(16) を r~固人の尊厳の保障」として捉えることによって、その憲法の r本質」であ

る「個人の尊厳の保障」を「下位競範Jの諸法規にr内質Jする11<理を基lこ、税法と企業会計等の基

本的な問題を提起したい。

もちろん、そのことは、従来型の基本的な法体系である「法段階構造J(憲法→法律→命令等)

を前提として展開しているが、それは、単に、その「法段階構造」を「形式的」、または、線本規範論

を基lこ「仮定的Jに展開するのではなく、憲法の「本質Jを「内質Jすることによって、その「法段階

構造」のあり方が、 r~国人の尊厳の保障Jの観点を段階的に普通他 L、その文脈の基で財産権等が

保障され、それを基lこ、「企業の経済活動」・f企業の経済実体Jを写像する企業会計が、「あるべ

き」課税所得に「内質」されることになる。

したがって、憲法学者の高橋和之教授が、rr法段階構造Aの観点から、上位規範のr執行』は、下

位規範との関係ではその恨拠をなす、つまり、授権を行う『法定位』であり法創造を合意するも

のである/川(傍点・引用者)と称される、法定位の「法創造/同は、「個人の尊厳の保障Jの「枠内J

で許容すべきことになる。それは、企業会計を「内質Jすべき「あるべきJ当為性を形而上化させ

ないことであり、そこに、「あるべきJ法の「本質」のあり方の問題の一端を提起できる。

したがって、「税法の原則」も、当然に、「個人の尊厳Jに基づく「税法の原員むと Lて捉えるべき

ことになる。

3 税法の原則のあり方について

税法の原則に関する、従来型の基調的な所説によると、「現行翻税の基礎!反則又は基本理念は、

これを外形的・形式的な面と内容的・実質的な面の双方から考察することができるJ(I9)と称さ

れているが、 Lかし、そこには、積極的に憲法上の観点から、「税法の原買わを捉えられていない

故にか、上記所説は、「租税法の解釈は、究極的には、担税正義の実現に仕えるものでなければな

らない。ここでいう租税正義というのは、租税全体を貫く租税法の慕本理念(中路・引用者)担税

法の基本原則といってもよい/削と、「租税金体を貫く租税法の基礎原知J(21lをF租税正義」と称
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されている。

だが、その「正義」の概念は、「抽象的J故に、「正義という言葉は常に・義的に用いられている

わけではないJ(却ので、その「正義」の概念の意味は定かではなくJ多元的Jに展開されること
になり、結局は、「誰が正義とか不正義とか判別することができるのであろうかJ闘が関われる

ことになる。

ところが、「正義概念Jを「本質的Jな観点から展開されるのか、法哲学者の所説によると、「一

般の用語法においても正義という概念はかなり多義的に用いられているが、それらすべてを考

慮しても、私は、法の理念が正義の観念だけによって充分適切に総括され得るものとは恩われ

ない。けれどもそれ古会主念ゐ中歳出会去を指し示すものであることも否定できないJ凶(傍

点・引用者)と、「正義の観念」闘のあり方を「法理念の中核的要素J聞と称されるのは、極めて形

而上的な「正義」の「本質論Jであり、そこが「正義論」に「内質Jする普遍的な病現象と考える。そ

れ故に、田中二郎博士がJ租税法の慕本理念は、形式の雨と実質の面とを相互に調整しつつ、こ
れを総合Lたところに成り立つJ(27)と称されているのは、そのr形式の面と実質のi出/剖を「総

合/制する観点から、結局は、「租税の基本理念Jを基に、「税法の原則」の「狽税法律主義」と「租

税公平主義」等は、形而上化L相対化することになる。

そこで、金子宏名誉教授によると、「租税法の全体を支配する基本原則としては、租税法律主

義と租税公平主義の二つをあげることができる」酬と称された上で、r租税法律主義は、近代法

治主義の、租税の賦課・徴収の面における現れて。ある。法治主義とは、権力分立を前提として、公

権力の行使を法律の根拠に基づいてのみ認め、それによって国民の「自由と財産』を保障するこ

とを目的とする政治原理ないし憲法原壊であるJ(31)と称されているのは、憲法上の観点を問題

にされた上で、r税法の原則」を体系化される傾聴すべき所説であるが、しかし、それは権力分立

を前提とした上でのr国民の『自由と財産』を保障するJ(32)所説であることから、「税法の原則J

の憲法上の観点は「消極的」な観点となるものと考える。そLて、「法治主義」について、国民の

「自由と財産を保障することを目的とする政治原理ないし憲法原理」闘と称されているが、L

かし、その国民の「自由と財産」酬は、単に「政治原理ないし憲法原理J(35)ではなく、憲法の「本

質」てvある「個人の尊厳の保湾」に基づく実体法上の問題lこ帰結すると考える。

ところが、北野弘久名誉教授の「先行研究Jによると、「租税法律主義の具体的内容/測を「形

式的内容と実質約内容との二つに分けて構成J(37)された上で、その「租税法律主義の具体的内

容を構成するr実質的内容』として/明、「法の下の平等の隊員日」酬と「最低生活保障の原則との

二つを抽fHするのであるJ(40)と称されているのは、正に、「租税負担公平原郎は積税立法上尊重

されるべき重要な原理であり、また実定税法秩序に内在し、また内在すべき重要な原理でもあ

るJ{4!)と称されることになる。

確かに、同名誉教授の「先行研究」で提起されているように、「国民の自由及び権利の保障に関

する多くの憲法の規定の中で(中絡.ij I用者)W実質的内容』を構成するにあたって問題としなけ
ればならないのは、その第14条と第25条の二つの規定j(42)であり、この「憲法の二つの規定こ

そ、結論的にいって租税法律主義に新しい特色を与え、その具体的内容を構成するJ(43)ことに

なり、そして、同名誉教授は、その「二つの原則が『実質的内容sを構成することによって、租税法

律主義に新しい機能を与える。それは単なる自由権保障の意義をもつばかりでなく、積極的権

利保障の意義をもっに至るJ(叫と称されているのは、現代の「格差社会J等の基本的な問題に対
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処する税法観であり、それは従来の「税法の原則」の「担税法律主義の原則Jと「租税公平負担の

原則」の「形而上化」と「相対化Jを克服する傾聴すべき法理であるが、私見は、憲法の「本質Jであ

る「個人の尊厳の保障Jを税法に「肉質」することによって、「税法の原則」等が憲法上の観点から

体系化されることになり、憲法の「本質」である「個人の尊厳の保障」に基づく「法の支配」の観点

から「租税法律主義」が確立されることになる。そして、「租税公平主義Jの観点も、憲法の「本質」

である「個人の尊厳の保障Jの観点から「公平」の問題が提起できることになり、その文脈を前提

として、法人税法等のあり方が明確になってくる。

そこで、まずは、企業会計の機能と企業の社会的実在のあり方を上記の法理等を基に検討す

ることにLたい。

4，企業会計の機能と企業の実在性について

企業会計の機能的な観点について、基謁的な所説によると、「利害調整と情報提供というこつ

の大きな機能J(45)を提起されている。

そこで、前者の利害調整について、「財産・持分をめぐる当事者間で取るか取られるかの利害

の線引き(調整)をいう oそのための会計(利害調整会計)では、絶対額が重要であり、…円まで争

い得る /45旬、企業の利害調整のあり方を提起された上で、後者の情報提供の機能性について、

「情報提供とは、関係者に情報を知らせるための情報の提供をいう。そのための会計(情報提供

会計)では、場合によって絶対額ではなく概数による計算・表示が評され得る。例えば企業の全

体像についての情報提供という機能においては、会計と統計と区別がつかないであろう J(47)と、

企業会計の「利害調整機能」のあり方を簡潔に要約されている。

だが、「ヒト・モノ・カネ」が有機的に織り成す企業のあり方は、「自然人とひと Lく、同家、地方

公共団体、地域社会(中略・引用者)の構成単位たる社会的実在J(48)であり、憲法の「本質」の条項

となる。「憲法第三章に定める国民の権利および義務の各条項は、性質上可能なかぎり、内国の

法人にも適用される」凶ことを基に、企業会計の機能観は、r法の支配」に基づく、企業の「社会

的実在」を前提とした上で展開Lないと、その「利害調整機能Jと「情報提供機能」は、企業会計が

写像する企業の経済実態と恭離することになる。

もちろん、企業は、株主等を中心とした利害関係の下で形成されており、「経営成績や財政状

態の算定・表示は当該企業をめぐる経済的資源の配分に大きな影響をおよぼさずにはおかない。

会計 kの公表利益をベースに課税所得が算出され、また配当金もそれに準拠して決せられるJ

(叩}ので、企業の利害調整機能の意義は許容すべきことになるが、上記のように、企業は、「ヒト・

モノ・カネ」が有機的に織り成す企業の「社会的実在」を前提としないと、結局、企業を株主等を

中心とした「契約」の束として、その企業のr社会的実在」を利害関係的な観点から、「一面的」か

っ、「価僚的J!こ捉えることになる。

そこで、その問題を克服するためには、企業の経済実体を写像すべき企業会計を、憲法の財産

権等の保障の観点から捉えることによって、企業会計を税法等の諸法規lこ「内貿Jする法理を確

立することによって、「存在観Jのある諸法規が形成されることになる。

Lたがって、法人税法第74条に基づく確定決算主義は、正に上記法理の確認規定と許すこと

になる。
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5.企業会計と確定決算主義について

ところが、学説上、確定決算主義の現実のあり方を前提として、「確定決算主義の背後には、企

業会計上の利益を前提として課税所得を算定すれば簡易である(中略・引用者)と同時に、一定

程度の客観性を担保することができるという発想が存夜したものと思われる。ところが企業会

計において実現主義・所得原価主義が適用される(その結果、利益操作が自由に行われる)とい

う不都合が発生したのである(中路・#1用者)企業会計に準拠した課税所得算定という確定決算

主義の原則が寄在Lたと考えられてきたがゆえに、日本の穏税制度は、実現主義を濫用した租

税回避に対して無力であった"刊と称されることからか、「所得について目的(中略・引用者)が

手段(中略・引用者)に先行して寄在するのであり、先に定義があって、その後に算定方法がある

という単純な事実である。決Lて、(手段が目的を支配するようなかたちで)算定方法が先にあ

って、その結果として所得が定義されるというものではない。すなわち、租税理論における所得

の定義あって、それを前提としてその算定の技術である会計が成立令するのであるJ(52)と称され

ている。しかしJ所得」自体は、その定義論から形成されるのではなく、税法の上位規範である
憲法の「本質」である「倒人の尊厳の保障」の文脈の「財産様等の保障」の基にある「企業の経済実

体」・「企業自体の経済活動Jから形成されるのであり、それを基にしてこそ、「存在観Jのある課

税所得の「あるべき」当為性が形成されることになる。

したがって、企業の経済実体を写像すべき企業会計は、税法の上位規範である憲法の「本質J

の文脈の「財産権等の保障」の観点から提えるべきことになるので、法人税法第22条4項は、企

業の緩済実体を写像する企業会計を、当該条項の「あるべきJ55為性に「肉質」する実体法上の
「枠組」として位置づけるべき条項であり、それ故に、当該条項は、敢えて、「一般に公正妥当と

認められる会計処理の基準」を規定しているのは、やはり、文理上、r企業会計」を意図Lた上で、

「総照的Jに規定したものと考える。

そこで、法人税法第74条によると、「国内法人(清算中の内国法人である普通法人及び清算中

の協同組合等を除く。)は、各事業年度終了の日の翌日から二ヶ月以内に、税務署長に対し、確定

した決算に基づき次に掲げる事項を記載Lた申告書を提出Lなければならない。」と規定する

ことから、確定申告は「確定した決算」に基づき行うべきことになる。

したがって税法上の所得計算は確定決算主義(法人税法74条等)により、原則として商法上

の利援を基礎と Lて算定される(法人税法22条)。これが商法の税法に対する基準性である。し

たがって、税法の論理だけで所得計算をすることは附難であり、商法の規制は税法に大吉な影

響を与えるJ(聞と称されていることを、新・会社法431条の観点から再考すると、法人税法第22

条4項は、企業の経済実体を写像する企業会計そ、当該条項の「あるべき」当為性に「内質Jする実

体法上の「枠組JとLて、従来よりも法的に強化されたものと考える。つまり、新・会社法第431

条は、体系的に「第五章」の「第針1Jの「会計原則」として位置づけた kで、「一般に公正妥当と認

められる企業会計に従う」と規定することによって、文理上、極めて企業会計を意図することに

なり、基本的に一定のr企業会計Jは、「株式会社の会計jの「あるべき」当為性の重要な実体法上

の「枠組Jとなる。

したがって、それを前提lこ、法人税法第74条に基づく確定決算主義のあり方を考えると、法

人税法第22条4項は、企業の綬済実体を写像する企業会計を、当該条項の「あるべきJ当為性に

「内質」する実体法kの「枠組Jとして位置づけるべき条項として、確定決算主義の意義が強化さ
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れたものと評することができる。

そこで、学説k、「確定決算主義を従来どおり維持するとしても、それについて、少なくとも法

的な観点からは、企業会計原則や国際会計基準を、日本における法人税の課税所得算定の準則

として直接的に引き合いにlHすことを内容とする原則であると理解すべきではなかろう。(中

略・引用者)日本の法人税法は、公正なる会計慣行、商法、法人税法という三段階の所得算定構造

を採用している。(トライアングルではない)のであり、会計原則が法人税法上意味を持っとし

ても、このラインに従って、商法の7ィルターを通した上のことである。したがって法人税にお

ける課税所得算定が今後どのようになっていくかは、形式的には商法のあり方に依存すること

になる」同と称された上で、「そもそも、確定決算主義のような基本的方式がいつまで有効に機

能するかという点については、重大な疑問がある。課税所得算定上重要なのは、いかなる方法を

採用すれば最も課税理論上望ましいかという観点でなければならない。したがって、荷法に依

存するという方式自体も、程税法の観点が不都合であればいつでも放棄すべきものであるJ聞

と称されるのは、税I'liを中心とする法体系観の基では、その法理は傾聴すべきことになるが、し

かし、上記のように、企業の経済実体を写像すべき企業会計は、税法の上位規範である憲法の

「本質」の文脈である「財産権等の保障」の基にあることから、当然に、税法は、企業の経済実体を

写像する企業会計を「内質Jすべきものと考える。

したがって、新・会社法第431条は、「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うJと

規定Lたことは、従来よりも確定決算主義の意義を強fじするものと考える。

6会計のr三重構造Jのあり方について

上記学説の三段階の所得算定構造のあり方を具体的に体系化されている基調的な所説によ

ると、「法人税法第22条4項は、法人の収益・費用等の額は『一般に公正妥当と認められる会計処

理の基準』に従って計算されるべき旨を定めている。この規定は、昭和42年lこ、法人税法の簡素

化の一環と Lて設けられたもので、法人所得の計算が原賂と Lて企業秘益の算定の技術であ

る企業会計に準拠して行われるべきこと (r企業会計準拠主義J)J闘を前提に、「法人の利益と

法人の所得とが共通の観念であるため、法人税法は、二重の手間を避ける意味で、企業会計準拠

主義を採用Lたのである。なお、この規定と、①会社法431条のr株式会社の会計は、一般に公正

妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとする。』という規定(中略・51用者)ならびに、②

法人税法第74条I項の確定申告は『確定した決算』に基づき行うべき旨の規定を総合して見る

と、わが国の法人税法は、企業所得の計算についてはまず基底に企業会計があり、その上にそれ

を慕礎として商法の企業規定があり、さらにその上に租税会計がある、という意味でのF会計の

三重構造』を前提としている、と解してよいであろう J(57)と、一定の税法等の体系上の観点から

「企業会計」等のあり方を「基底Jとして展開されている。その上で、同所説は、rr一般に公正妥当

と認められる会計処理の基準』というのは(中居住.引用者)会般社会通念に照らして公正ゐで妥当

であると評備される会計処理の基準を意味する"'闘と称された上で、「客観的な規範性をもっ

公正妥当な会計処壊の基準といいかえてもよいJ(59)と称されているが、しかし、当該法人税第

22条4項の「一般に公正妥当と認められている会計処理の基準」弱体の内容が定かでないこと

からか、憲法上の財産権等の保障の観点を基に、その条項の内容を明確にしたいと、結局、一定

の機関に法の創造を託することになり、その会計の「三重構造」論の基本的なあり方は、法治主
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義原理に基づく法の予測性に倍抗することになる。

したがって、それはJ程税法律主義J等のあり方の問題に帰結することになり、当該条項の行
為規範、裁判規範としての機能性が関われることになる。

そこで、その問題を克服するために、上記の法理を基に、企業会計は、税法の上位規範である

憲法上の財産権等の保障の観点から捉えることによって、法人税法第22条4項は、企業の経済

実体を写像する企業会計を、その条項の「あるべき」当為性に「内質」する実体法の「枠組Jとして

位置づけるべき条項であり、それ故に、当該条項は、敢えて、「一般に公正妥当と認められる会計

処理の基準J(傍点・引用者)と、文理上、「企業会計jを意向することで、「総則的」に規定Lている。

そして、上記の文脈上の意義を意同されたのか、新・会社法第431条は、「総則的Jな観点から、体

系的に「第五章」のr第一節」の「会計原則JとLて位置づけ、文漂上、「株式会社の会計は、一般に

公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものとするJ(傍点・引用者)と規定することによ

って、当該条項のrあるべきJ当為性に企業会計を「内質」する法理を許容したものと考える。

もちろん、新・会社法第431条について、学説上、「平成17年改正商法第32条が「商業帳簿ノ作

成ニ関スル規定ノ解釈ニ仔テハ公正ナル会計慣行ヲ図的スベシJとしていたものを会社法に取

り入れたものであるJ'耐とか、「法改正の趣旨ということでいえば、基本的には変更はないJ(51) 

と寄'1'されている。

そこで、「法改正の趣旨ということでいえば、基本的には変更はないJ聞と評すると、新会社

法第431条は、改正前商法第32条2項と同様な観点から解釈すべきことになる。しかし、上記の

ように、新・会社法第431条の「総則的」な体系的な位置づけと、「一般に公正妥当を認められる

企業会計の慣行に従う」と規定する「文理構造」等の観点から、はたして、上記所説のように、新・

会社法第431条は、平成17主F改正前商法第32条2項を「会社法に取り入れたものであるJ附とか、

r法改正の趣旨ということでいえば、基本的には変更はない」刷、評することができるのであ

ろうか。そのことは、結局、新・会社法第431条の文理形態等の規範的なあり方の認識性が関わ

れることになる。

したがって、立案担当者が、「会社法第431条は、『株式会社の会計は、一般に公正妥当と認め

られる企業会計の慣行に従うJ旨を規定している。これは、現行商法第32条2項(商業綬簿ノ作

成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計慣行ヲ詮l酌スベシ)に代わる株式会社の会計の
原則に関する規定であるJ'日)と称された上で、当該新・会社法の「規定の表現の変更」の関して、

「第一に、『割酌』をF従う』と、より強い表現に変更している。もっとも、現行商法における『昏l酌』
という用語は、微妙な表現であったものの、企業会計の慣行に従わない会計処理を容認するこ

とまでを意味するものではなかったため、このような用語の変更によって、実質的な規定内容

が変わるものではないと考えられるJ'耐と称されているが、そうすると、法治主義原理の観点

から、はたして、「図面むと「従うJは、いかなる根拠で、「実質的な規定内容が変わるものでない」

(67)と評されるのであろうか、また、「第二に、現行法においてはF規定の解釈』に演する規定とさ

れていたものを『株式会社の会計』に関する規定に変更Lている。現行法の下でも、商法に規定

のあるものに限らず、商法に規定がない事項についても(あるいは、規定がない事項こそ)会計

i賀行を割前Lなければならないという意味に解釈されていたところであるので、実質的には変

わるところはないと考えられるJ同)と、改正前商法第32条2項の「解釈補完規定」と新会主i法第

431条の「株式会社の会計」の意味を、いかなる根拠を基に、「実質的には変わるところはないと
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考えられる」のであろうか、法治主義原理に基づく法の解釈の基本的なあり方が関われること

になる。

7 おわりに

従来型の法体系論によると、多分、経済実体を写像する企業会計は、法的会計の資料として位

置づけられていたoそれ故にか、控訴審判決によると、「企業会計原則は、上場企業において適

用されることを前提としているが、啓蒙的な原理学説を含むものであって、大企業であっても、

必ずLも企業会計原則どおり財務諸表を作成しているわけでない"'聞と指摘された上で、結局、

「企業会計原則には、法的な拘束力はないものというべきである」聞と判示しているが、私見は、

上記のように、企業の経済実体を写像すべき企業会計は、税法の上位規範である憲法の「本質」

の文脈の「財産権等の保障」の観点から捉えることによって、企業会計を税法の諸法規に「肉質J

する法理を確立することによって、「存在銃Jのある諸法規が形成されることになる。そして、そ

のことは、「税法」と「企業会計Jのあり方を素材にLた法の「本質Jの問題提起であり、それは、正

に上記の規範形成のあり方の問題に帰結することになる。換言すると、「あるべき」当為性の問

題に帰結することになる。つまり、それは、企業会計と、それに関する「あるべき」制定法の当為

性の問題である。

そこで、私見は、上記のように、憲法の「本質」の文脈である「財産様等の保障」の観点から、企

業の経済実体を写像する企業会計を制定法の「あるべき」当為性に「内質」する法理を提起する

ことによって、法の「本質Jのあり方の一端を提起している。
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